
別紙様式４

〔随意契約によるもの〕

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果（物品・役務等）

物品役務等の
名称及び数量

契約の概要
契約担当官等の氏名
並びにその所属する部
局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由

予定価格
（円）

契約金額
（円）

落札率
（％）

再就職
の役員
の数
（人）

再委託がある場合のその
内容、契約金額に占める
割合、必要性及び随意契
約によることとした理由と
の整合性

過去に同様
の契約が
あった場合に
おいてはそ
の状況

企画競争によ
る場合におい
ては、公示内
容及び企画書
募集要領並び
に参加者数

公募による
場合におい
ては、公示
内容及び
応募者数

再委託に係る
承認の理由

備考
公共調達審査審
議結果状況（所
見）

公共調達審査審
議結果状況（所
見）

株式会社あすなろ印
刷
鹿児島県鹿児島市城
西２－２－３６－２０５

株式会社ＰＡＰＥＬ
長崎県長崎市油屋町
６番９号１０１

株式会社ベスト電器
長崎本店
長崎県長崎市浜の町
３－１７

佐世保市
長崎県佐世保市八幡
町１－１０

株式会社ＴＢＭ
東京都江東区辰巳３
－７－２６

個人
長崎県諫早市

長崎つきまち株式会
社
長崎県長崎市築町３
－１８

ながさき西海農業協
同組合
長崎県佐世保市吉井
町立石１２－１

長崎電気軌道株式会
社
長崎県長崎市大橋町
４－５

長崎電気軌道株式会
社
長崎県長崎市大橋町
４－５

適正と判断

3

長崎労働局、
公共職業安定
所で使用する
ノートパソコン
購入契約

長崎労働局、各公共職業
安定所で使用するノートパ
ソコンの購入

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年2月14日
会計法第２９条の３第５項及び予決
令９９条第３号（少額随契）に該当す
るため

1,435,719 1,290,600 89.89% 0 適正と判断

0
平成30年度
競争入札

適正と判断

2

平成３０年度品
目外物品（事務
用品他）の購入
契約

長崎労働局、各労働基準
監督署及び各公共職業安
定所で使用する品目外要
求による業務用消耗品及
び備品の購入

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年2月14日
会計法第２９条の３第５項及び予決
令９９条第３号（少額随契）に該当す
るため

1,011,361 989,353 97.82% 0

1
一般職業紹介
関係広報資料
等の印刷

ハローワークガイド他、安
定所で使用する一般職業
紹介関係広報資料等の印
刷契約

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年2月5日
会計法第２９条の３第５項及び予決
令９９条第３号（少額随契）に該当す
るため

1,423,994 1,017,144 71.42%

5
長崎労働局建
物賃貸借

長崎労働局建物賃貸借
（事務室、駐車場、屋外掲
示板、看板）

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

契約相手方を変更することにより非
効率・不経済であることから平成３０
年度に引き続き契約。（会計法第２
９条の３第４項）

－ 975,140 － 0
平成30年度
随意契約

4
江迎公共職業
安定所土地賃
貸借

江迎公共職業安定所土地
賃貸借

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

契約相手方を変更することにより非
効率・不経済であることから平成３０
年度に引き続き契約。（会計法第２
９条の３第４項）

適正と判断

6

諫早公共職業
安定所外部駐
車場敷地賃貸
借

諫早公共職業安定所外部
駐車場敷地賃貸借

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

79,530,417 79,328,280 99.74% 0
平成30年度
随意契約

平成30年度
随意契約

0

7

ハローワーク長
崎つきまちセン
ター建物賃貸
借

ハローワーク長崎つきまち
センター建物賃貸借

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

契約相手方を変更することにより非
効率・不経済であることから平成３０
年度に引き続き契約。（会計法第２
９条の３第４項）

978,000 978,000 100%

平成30年度
随意契約

適正と判断

契約相手方を変更することにより非
効率・不経済であることから平成３０
年度に引き続き契約。（会計法第２
９条の３第４項）

29,500,440 29,500,440 100% 0

適正と判断

9

長崎公共職業
安定所外部施
設建物賃貸借
（ヤングハロー
ワーク長崎）

長崎公共職業安定所外部
施設建物賃貸借

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

5,101,200 5,101,200 100% 0
平成30年度
随意契約

8
ハローワークプ
ラザ佐世保建
物賃貸借

ハローワークプラザ佐世
保建物賃貸借

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

契約相手方を変更することにより非
効率・不経済であることから平成３０
年度に引き続き契約。（会計法第２
９条の３第４項）

平成30年度
随意契約

適正と判断

契約相手方を変更することにより非
効率・不経済であることから平成３０
年度に引き続き契約。（会計法第２
９条の３第４項）

2,952,810 2,925,720 99.08% 0

適正と判断4,745,508 4,701,972 99.08% 0
平成30年度
随意契約

10

長崎公共職業
安定所外部施
設建物賃貸借
（ハローワーク
長崎西洋館セ
ンター）

長崎公共職業安定所外部
施設建物賃貸借

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

契約相手方を変更することにより非
効率・不経済であることから平成３０
年度に引き続き契約。（会計法第２
９条の３第４項）

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断



別紙様式４

〔随意契約によるもの〕

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果（物品・役務等）

物品役務等の
名称及び数量

契約の概要
契約担当官等の氏名
並びにその所属する部
局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由

予定価格
（円）

契約金額
（円）

落札率
（％）

再就職
の役員
の数
（人）

再委託がある場合のその
内容、契約金額に占める
割合、必要性及び随意契
約によることとした理由と
の整合性

過去に同様
の契約が
あった場合に
おいてはそ
の状況

企画競争によ
る場合におい
ては、公示内
容及び企画書
募集要領並び
に参加者数

公募による
場合におい
ては、公示
内容及び
応募者数

再委託に係る
承認の理由

備考
公共調達審査審
議結果状況（所
見）

公共調達審査審
議結果状況（所
見）

長崎県
長崎県長崎市尾上町
３－１

三菱電機ビルテクノ
サービス株式会社九
州支社
福岡県福岡市博多区
住吉１－２－２５

コンピュータ・システ
ム株式会社
京都府京都市上京区
笹屋町千本西入笹屋
４－２７３－３

株式会社ヨシオカ 単価契約
長崎県西彼杵郡時津
町浜田郷１４５９－１
３

＠5.0円他

長崎地域電力株式会
社 単価契約
長崎県長崎市赤迫３
－２－２０

＠16.79円他

株式会社イシマル 単価契約
長崎県長崎市田中町
５８７－１

＠30,200円他

公益社団法人長崎県
シルバー人材セン
ター連合会
長崎県長崎市大黒町
３－１

11
五島公共職業
安定所土地賃
貸借

五島公共職業安定所土地
賃貸借料

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日
平成30年度
随意契約

適正と判断

契約相手方を変更することにより非
効率・不経済であることから平成３０
年度に引き続き契約。（会計法第２
９条の３第４項）

1,185,024 1,185,024 100% 0

再委託先は、長崎
市内に拠点を持ち
十分な数の清掃員
を確保している。
当局に不利益が生
じるものでもなく、
委託した業務が適
正に実施されるも
のと判断されるた
め。

適正と判断

13

業務支援シス
テム使用許諾
及びサポート契
約

人事給与システムを補完
する業務支援システムの
ソフトウェア保守及び使用
許諾契約

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

3,690,618 3,690,618 100% 0

日常清掃、定期清掃、環
境衛生
3,548,318円（96％）
契約業者の長崎支店に
は、清掃部門の設置がな
く、迅速な対応ができない
ため

平成30年度
随意契約

12
長崎労働局に
おける清掃管
理業務委託

長崎労働局における清掃
管理業務

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

入居しているビルの庁舎管理会社
が指定する業者であり、競争を許さ
ない契約。（会計法第２９条の３第４
項）

平成30年度
随意契約

適正と判断

業務支援システムに係るソフトウェ
アの所有権、著作権及び販売権は
左記業者にあり、競争を許さない契
約。（会計法第２９条の３第４項）

2,851,200 2,851,200 100% 0

1
再委託先は、迅速
な対応ができると
判断されるため

適正と判断

15

2019年度諫早
労働基準監督
署及び五島公
共職業安定所
で使用する電
力の供給契約

諫早労働基準監督署及び
五島公共職業安定所にお
いて使用する電気供給

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日
会計法第２９条の３第５項及び予決
令９９条第３号（少額随契）に該当す
るため

16,318,700 11,287,473 69.16% 0

（業務の範囲）
サービスメンテナンスの
内、設置作業、定期保守、
故障時対応、部品・現象
剤・感光体の交換・回収
6,000,000円（53.15％）

平成30年度
随意契約

14

２０１９年度長
崎労働局及び
各署所設置リ
コー製電子複
写機保守業務
委託

労働局、各労働基準監督
署・公共職業安定所にお
いて使用している電子複
写機保守

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

リコー製複写機の保守（修理、消耗
品交換等）業務を受託することがで
きる者が一者のみ若しくは複数者
存在するかを確認する必要がある
ため、公募を実施したが、参加の意
思表示を行ったものが契約業者の
みであることから、契約の性質又は
目的が競争を許さない契約。（会計
法第２９条の３第４項）

適正と判断

16

2019年度長崎
労働局プリン
ター、印刷機関
連消耗品（理想
科学製）購入

プリンター等に使用する消
耗品購入契約

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日
会計法第２９条の３第５項及び予決
令９９条第３号（少額随契）に該当す
るため

1,414,003 1,188,171 84.02% 0

適正と判断0

17
平成３１年度高
齢者活躍人材
育成事業

地域の高齢者にシルバー
人材センター連合が行う
シルバー派遣就業を前提
とした技能講習設定、講
習実施コーディネーターの
配置等を行い、育児支援
分野や人手不足分野等に
おいて、就業するために
必要な技能を付与するた
めの技能講習を実施する
もの

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

高齢者雇用安定法第４２条第１項
第３号に基づき、シルバー人材セン
ターが地域の高年齢退職者に対
し、臨時的・短期的・軽易な業務に
係る就業を行うにあたり必要な知識
及び技能の付与を目的とする技能
講習として実施する事業であり、シ
ルバー人材センターが実施主体と
なる。
現在、各都道府県において、知事
が指定するシルバー人材センター
は、全都道府県とも各都道府県シ
ルバー人材センター連合会が指定
されていることから、本事業の委託
先として唯一の団体となり契約の目
的又は性質が競争を許さない契
約。（会計法第２９条の３第４項）

1,347,192 1,308,528 97.13%

適正と判断37,603,636 37,603,636 100% 0
平成30年度
随意契約

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断



別紙様式４

〔随意契約によるもの〕

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果（物品・役務等）

物品役務等の
名称及び数量

契約の概要
契約担当官等の氏名
並びにその所属する部
局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由

予定価格
（円）

契約金額
（円）

落札率
（％）

再就職
の役員
の数
（人）

再委託がある場合のその
内容、契約金額に占める
割合、必要性及び随意契
約によることとした理由と
の整合性

過去に同様
の契約が
あった場合に
おいてはそ
の状況

企画競争によ
る場合におい
ては、公示内
容及び企画書
募集要領並び
に参加者数

公募による
場合におい
ては、公示
内容及び
応募者数

再委託に係る
承認の理由

備考
公共調達審査審
議結果状況（所
見）

公共調達審査審
議結果状況（所
見）

社会福祉法人　南高
愛隣会
長崎県諫早市福田町
３５７－１５

社会福祉法人悠久会
長崎県島原市宮の町
２４９－１

社会福祉法人　民生
会
長崎県佐世保市光町
１－３５

社会福祉法人ゆうわ
会
長崎県長崎市西山４
－６１０

社会福祉法人さゆり
会
長崎県五島市下崎山
町６９９

社会福祉法人米寿会
長崎県対馬市美津島
町鶏知乙511-3

18

平成３１年度障
害者就業・生活
支援センター事
業（雇用安定等
事業）委託

障害者の雇用を進める上
では、就職や職場適応な
どの就業面の支援ばかり
でなく、生活習慣の形成や
日常生活の管理など生活
支援も重要であることか
ら、身近な地域で、就業面
及び生活面で一体的かつ
総合的な支援を提供する
もの

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日
平成30年度
随意契約

適正と判断

都道府県が選定した委託先候補法
人を本省へ提出し、本省からの内
示を受けて初めて委託先法人が決
定されるものである。したがって、労
働局において委託先法人を公募し
て競争により決定することができな
いものであり契約の性質が競争を
許さないため。（会計法第２９条の３
第４項）

32,301,000 32,301,000 100% #REF!

適正と判断
平成３０年度
随意契約

20

平成３１年度障
害者就業・生活
支援センター事
業（雇用安定等
事業）委託

障害者の雇用を進める上
では、就職や職場適応な
どの就業面の支援ばかり
でなく、生活習慣の形成や
日常生活の管理など生活
支援も重要であることか
ら、身近な地域で、就業面
及び生活面で一体的かつ
総合的な支援を提供する
もの

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

14,539,000 14,539,000 100% 019

平成３１年度障
害者就業・生活
支援センター事
業（雇用安定等
事業）委託

障害者の雇用を進める上
では、就職や職場適応な
どの就業面の支援ばかり
でなく、生活習慣の形成や
日常生活の管理など生活
支援も重要であることか
ら、身近な地域で、就業面
及び生活面で一体的かつ
総合的な支援を提供する
もの

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

都道府県が選定した委託先候補法
人を本省へ提出し、本省からの内
示を受けて初めて委託先法人が決
定されるものである。したがって、労
働局において委託先法人を公募し
て競争により決定することができな
いものであり契約の性質が競争を
許さないため。（会計法第２９条の３
第４項）

平成３０年度
随意契約

適正と判断

都道府県が選定した委託先候補法
人を本省へ提出し、本省からの内
示を受けて初めて委託先法人が決
定されるものである。したがって、労
働局において委託先法人を公募し
て競争により決定することができな
いものであり契約の性質が競争を
許さないため。（会計法第２９条の３
第４項）

24,348,000 24,348,000 100% 0

適正と判断

22

平成３１年度障
害者就業・生活
支援センター事
業（雇用安定等
事業）委託

障害者の雇用を進める上
では、就職や職場適応な
どの就業面の支援ばかり
でなく、生活習慣の形成や
日常生活の管理など生活
支援も重要であることか
ら、身近な地域で、就業面
及び生活面で一体的かつ
総合的な支援を提供する
もの

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

19,689,000 19,689,000 100% 0
平成３０年度
随意契約

21

平成３１年度障
害者就業・生活
支援センター事
業（雇用安定等
事業）委託

障害者の雇用を進める上
では、就職や職場適応な
どの就業面の支援ばかり
でなく、生活習慣の形成や
日常生活の管理など生活
支援も重要であることか
ら、身近な地域で、就業面
及び生活面で一体的かつ
総合的な支援を提供する
もの

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

都道府県が選定した委託先候補法
人を本省へ提出し、本省からの内
示を受けて初めて委託先法人が決
定されるものである。したがって、労
働局において委託先法人を公募し
て競争により決定することができな
いものであり契約の性質が競争を
許さないため。（会計法第２９条の３
第４項）

平成30年度
随意契約

適正と判断

都道府県が選定した委託先候補法
人を本省へ提出し、本省からの内
示を受けて初めて委託先法人が決
定されるものである。したがって、労
働局において委託先法人を公募し
て競争により決定することができな
いものであり契約の性質が競争を
許さないため。（会計法第２９条の３
第４項）

7,720,000 7,720,000 100% 0

100% 023

平成３１年度障
害者就業・生活
支援センター事
業（雇用安定等
事業）委託

障害者の雇用を進める上
では、就職や職場適応な
どの就業面の支援ばかり
でなく、生活習慣の形成や
日常生活の管理など生活
支援も重要であることか
ら、身近な地域で、就業面
及び生活面で一体的かつ
総合的な支援を提供する
もの

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月1日

都道府県が選定した委託先候補法
人を本省へ提出し、本省からの内
示を受けて初めて委託先法人が決
定されるものである。したがって、労
働局において委託先法人を公募し
て競争により決定することができな
いものであり契約の性質が競争を
許さないため。（会計法第２９条の３
第４項）

適正と判断7,863,000 7,863,000

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断

適正と判断



別紙様式４

〔随意契約によるもの〕

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果（物品・役務等）

物品役務等の
名称及び数量

契約の概要
契約担当官等の氏名
並びにその所属する部
局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由

予定価格
（円）

契約金額
（円）

落札率
（％）

再就職
の役員
の数
（人）

再委託がある場合のその
内容、契約金額に占める
割合、必要性及び随意契
約によることとした理由と
の整合性

過去に同様
の契約が
あった場合に
おいてはそ
の状況

企画競争によ
る場合におい
ては、公示内
容及び企画書
募集要領並び
に参加者数

公募による
場合におい
ては、公示
内容及び
応募者数

再委託に係る
承認の理由

備考
公共調達審査審
議結果状況（所
見）

公共調達審査審
議結果状況（所
見）

ランゲート株式会社
京都府京都市中京区
泉正寺町３２８

株式会社長崎新聞社
長崎県長崎市茂里町
３－１

以下余白

再委託者は、資格
要件を満たす者で
あるため。

25

ユースエール
認定制度及び
認定企業の周
知に係る地方
新聞等広報掲
載

ユースエール認定制度及
び認定企業の周知のた
め、長崎新聞情報誌ＮＲ
夏号への掲載するもの

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

令和元年6月3日
長崎新聞社発行の情報誌への掲載
であることから、競争を許さない契
約。（会計法第２９条の３第４項）

平成30年度
一般競争入
札

1,296,000 1,296,000 100.00%

24

平成３１年度訓
練希望者等に
対するジョブ・
カード作成支援
推進事業

公共職業安定所利用者に
対するジョブ・カードの周
知・広報業務及び訓練受
講希望者等に対するジョ
ブ・カードの作成支援業務

支出負担行為担当官
長崎労働局総務部長
　高際　淳一
長崎県長崎市万才町７
－１

平成31年4月22日

0

適正と判断

予算決算及び会計令第９９条の２
（競争に付しても入札者がないと
き、又は再度の入札をしても落札者
がないときは随意契約によることが
できる）に該当するため

19,055,520 19,021,096 99.81% 0

指定場所にてキャリアコン
サルティング業務及びセミ
ナー業務等関連業務
日額13,560円（税別）

適正と判断

適正と判断

適正と判断


